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鹿児島県特定有人国境離島振興対策事業交付金交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は，有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の

維持に関する特別措置法（平成28年法律第33号）第２条第２項に規定される特定有人

国境離島地域における地域社会の維持を図るため，予算の定めるところにより，市町

村長に対し予算の範囲内において交付金を交付するものとし，その交付については，

鹿児島県補助金等交付規則（昭和63年鹿児島県規則第１号。以下「規則」という。）及

び特定有人国境離島地域社会維持推進交付金交付要綱（平成29年4月3日付府海事第７

号）に定めるほか，この要綱に定めるところによる。

（交付の対象及び交付率）

第２条 交付金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）及び交付率は

次に掲げるとおりとする。

一 輸送コスト支援事業

二 雇用機会拡充事業等

三 滞在型観光促進事業

２ 交付率は，別表に定めるところによる。

（事業計画の作成及び提出）

第３条 交付金の交付を受けようとする場合，市町村長は，事業計画（別記第１号様式）

を作成し，当該計画を知事に提出しなければならない。

２ 事業計画に記載する事項は，次に掲げるとおりとする。

一 事業計画の名称

二 計画期間

三 交付年度

四 事業計画の概要及び基本的な目標

五 事業計画の目標を達成するために必要な交付対象事業の名称及び概要

六 直接交付・間接交付の別

七 交付対象事業に要する費用

八 交付対象事業ごとの効果の把握及び評価に関する客観的な指標（重要業績評価指

標（ＫＰＩ））及び定量的な成果目標

九 その他必要な事項

（事業計画の変更）

第４条 市町村長は，事業計画について，次に掲げる変更を行う場合には，変更後の事

業計画を知事に提出しなければならない。

(1) 交付対象事業の新設又は廃止を申請する場合
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(2) 交付対象事業ごとに交付対象事業費を２割以上増減する場合

(3) その他事情の変更により，特別な事由が生じたため，事業計画の大幅な変更が生

じた場合

（交付申請）

第５条 市町村長は交付金の交付を受けようとするときは，規則第３条の規定により，

交付申請書（別記第２号様式）及び添付書類を知事に提出しなければならない。

２ 前項の交付金の交付の申請をするに当たって，当該交付金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のう

ち，消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額とし

て控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規

定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をい

う。（以下「消費税等仕入控除税額」という。））を減額して交付申請しなければなら

ない。ただし，申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては，

この限りでない。

３ 交付申請書の提出期限は，知事が別に定める日までとする。

４ 前３項の規定は，第４条の規定により事業計画を変更して，規則第７条第１項に基

づいて変更交付申請する場合についても準用する。その場合，変更交付申請書（別記

第３号様式）によるものとする。

（交付決定の通知）

第６条 知事は，規則第４条の規定により，前条第１項の申請を受けたときは，その内

容を審査し，申請に係る交付対象事業が適正であると認めたときは，交付すべき交付

金の額を決定し，市町村長に交付決定通知書（別記第４号様式）により通知するもの

とする。

２ 知事は，前条第２項ただし書による交付申請がなされたものについては，交付金に

係る消費税等仕入控除税額について，交付金の額の確定において減額を行うこととし，

その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は，変更承認のみ

を行う場合は別記第５号様式により，変更承認に併せて変更交付決定を行う場合は別

記第６号様式により行うものとする。

（交付の条件）

第７条 交付金の交付決定に付する条件は，次に掲げるとおりとする。

一 市町村長は，交付対象事業の内容を変更する場合は，あらかじめ変更交付申請書

（別記第３号様式）を知事に提出し，その承認を得ること。

二 市町村長は，規則第１１条の規定により，交付対象事業を中止又は廃止する場合

は，あらかじめ中止（廃止）承認申請書（別記第７号様式）を知事に提出し，その

承認を受けること。

三 市町村長は，規則第１１条の規定により，交付対象事業が予定の期間内に完了し

ない場合又は交付対象事業の遂行が困難となった場合は，速やかに事故報告書（別
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記第８号様式）により，知事に報告を行い，その指示を受けること。

四 交付対象事業を行うために締結する契約に関する事項その他必要な事項について

は，関係法令を遵守すること。

五 精算の際，換価することができる物件が残存するときは，知事の承認を得たもの

を除き，その時価に相当する金額を交付金額から控除すること。

六 市町村長は，規則第２１条の規定により，交付対象事業により取得し，又は効用

の増加した財産を，知事の承認を受けないで，交付金の交付の目的に反して処分し

てはならない。

（産業財産権に関する届出）

第８条 市町村長は，交付対象事業に基づく発明，考案等に関して特許権，実用新案権，

意匠権若しくは商標権等（以下「産業財産権」という。）を取得した場合，又はこれら

を譲渡し若しくは実施権を設定した場合には，遅延なく産業財産権届出書（別記第９

号様式）を知事に提出しなければならない。

（申請の取下げ）

第９条 市町村長は，規則第８条第１項の規定に基づき交付金の申請を取り下げる場合

は，交付金の交付決定の通知を受けた日から起算して１５日以内に，交付申請取下げ

書（別記第１０号様式）を知事に提出しなければならない。

（状況報告）

第１０条 市町村長は，知事が必要と認めて報告を求めたときは，遂行状況報告書（別

記第１１号様式）を速やかに知事に提出しなければならない

２ 市町村長は，交付対象事業を中止又は廃止する場合は，あらかじめ中止（廃止）承

認申請書（別記第７号様式）を知事に提出し，その承認を受けなければならない。

３ 市町村長は，交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は交付対象事業の遂

行が困難となった場合は，事故報告書（別記第８号様式）を速やかに知事に提出しな

ければならない。

（実績報告）

第１１条 市町村長は，交付対象事業が完了したとき若しくは交付対象事業の廃止の承

認を受けた日から起算して２０日以内又は当該事業年度の３月３１日のいずれか早い

日までに，規則第１３条の規定に基づき実績報告書（別記第１２号様式）及び添付書

類を知事に提出しなければならない。

２ 市町村長は，交付対象事業が予定の期間内に完了しないため，事業完了予定期日を

変更しようとする場合は，事業完了予定期日変更報告書（別記第１３号様式）を知事

に提出しなければならない。

３ 市町村長は，第１項の実績報告を行うに当たって，当該交付金に係る消費税等仕入

控除税額が明らかになった場合には，これを交付対象経費から減額して報告しなけれ

ばならない。
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（交付金の額の確定）

第１２条 知事は，規則第１４条の規定により，前条第１項の報告を受けたときは，実

績報告書等の審査及び必要に応じて現地調査等を行い，その報告に係る交付対象事業

の実施結果が交付金の交付の決定の内容（第７条の規定に基づく承認をした場合は，

その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは，交付すべき

交付金の額を確定し，市町村長に交付額確定通知書（別記第１４号様式）により通知

するものとする。

２ 知事は，交付すべき交付金の額を確定した場合において，既にその額を超える交付

金が交付されているときは，その超える部分の返還を命ずる。

３ 前項の返還の期限は，当該命令のなされた日から２０日以内とし，知事は，期限内

に納付がない場合は，未納に係る金額に対して，その未納に係る期間に応じて年利

１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。

（交付決定の取消し等）

第１３条 知事は，第７条第２号の交付対象事業の中止若しくは廃止の申請があった場

合又は次に掲げる場合，第６条の決定の内容（第７条の規定に基づく承認をした場合

は，その承認した内容）の全部又は一部を取り消し，又は変更することができる。

(1) 法令，本要綱又はこれらに基づく知事の処分若しくは指示に違反した場合

(2) 交付金を交付対象事業以外の用途に使用した場合

(3) 交付対象事業に関して不正，怠慢その他不適切な行為をした場合

(4) 交付決定の後生じた事情の変更等により，交付対象事業の全部又は一部を継続す

る必要がなくなった場合

２ 知事は，前項の取消しをした場合において，既に当該取消しに係る部分に対する交

付金が交付されているときは，期限を付して当該交付金の全部又は一部の返還を命ず

る。

３ 知事は，前項の返還を命ずる場合は，第１項第４号に規定する場合を除き，その命

令に係る交付金の受領の日から納付の日までの期間に応じて，年利１０．９５パーセ

ントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずることができる。

４ 第２項の規定に基づく交付金の返還及び前項の加算金の納付については，前条第３

項の規定を準用する。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還）

第１４条 市町村長は，第１２条の規定に基づく交付対象事業に係る交付金の額の確定

後に，消費税及び地方消費税の申告により交付金に係る消費税等仕入控除税額が確定

した場合には，消費税等仕入控除税額報告書（別記第１５号様式）により速やかに知

事に報告しなければならない。

２ 知事は，前項の報告があった場合には，当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部

の返還を命ずる。

３ 前項の返還については，第１２条第３項の規定を準用する。

（交付金の交付）

第１５条 規則第１６条第１項の交付請求書は，別記第１６号様式のとおりとする。
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２ この交付金は，概算払により交付することができる。

３ 規則第１６条第３項の概算払申請書は，別記第１７号様式のとおりとする。

（財産の管理等）

第１６条 市町村長は，交付対象経費（交付対象事業の一部を第三者に実施させた場合

に要する経費を含む。）により取得し又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」と

いう。）については，交付対象事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理

し，交付金の交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。

２ 市町村長は，取得財産等について取得財産等管理台帳（別記第１８号様式）を備え，

管理しなければならない。

３ 市町村長は，当該年度に取得財産等があるときは，第１１条に定める報告書に取得

財産等明細表（別記第１９号様式）を添付しなければならない。

（財産の処分の制限）

第１７条 市町村長は，取得財産等のうち取得価格又は効用の増加価格が１件当たり

５０万円以上の機械，器具，備品及びその他の財産については，交付対象事業の完了

後においても知事の承認を受けないで交付金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，

交換し，貸し付け，又は担保に供してはならない。

２ 市町村長は，前項の承認を受けようとするときは，財産処分等承認申請書（別記第

２０号様式）を知事に提出しなければならない。この場合において，当該取得財産等

を処分することにより収入がある場合には，知事の請求に応じてその収入の全部又は

一部を鹿児島県に納入しなければならない。

（交付金の収益納付）

第１８条 市町村長は，交付対象事業実施中及び終了後一定期間内に，交付対象事業の

成果に基づく産業財産権の譲渡又はそれらの実施権の設定，その他出資により取得し

た持分に対する財産分配等により収益があったときは，収益状況報告書（別記第２１

号様式）を知事に提出しなければならない。

２ 市町村長は，知事が前項の報告に基づき相当の収益を生じたと認定したときは，知

事の命令に従って，交付された交付金の全部又は一部に相当する金額を鹿児島県に納

入しなければならない。

３ 知事は，前項の認定に際して必要な条件を付すことができる。

（交付金の経理）

第１９条 市町村長は，交付対象事業に要する経費について，その収入及び支出を記載

した帳簿を備え，経理の状況を常に明確にし，関係証拠書類とともに交付対象事業を

廃止した日又は完了した日の属する年度の翌年度から５年間保存しておかなければな

らない。

２ 市町村長は，事業実施者に対して，交付金を交付するときに前項に掲げる帳簿の作

成及び保存を条件として付すことができる。
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（交付金調書）

第２０条 市町村長は，交付対象事業に係る歳入歳出の予算書及び決算書における計上

科目及び科目別計上金額を明らかにするため，調書（別記第２２号様式）を作成して

おかなければならない。

（事業実施者に対して付すべき条件）

第２１条 市町村長は，交付対象事業を実施する事業実施者に対して交付金の交付の決

定をする場合には，第１６条第１項，第１７条及び第１８条第２項の規定と同一趣旨

の条件を付さなければならない。

（監督等）

第２２条 知事は，必要があると認めるときは，交付金の交付の目的を達成するのに必

要な限度において，交付金の交付を受ける市町村長（事業実施者を含む。）に対し，交

付金の使途について必要な指示を行い，報告書の提出を命じ，又はその状況を実地に

検査することができる。

（雑則）

第２３条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。

附 則

本要綱は，平成２９年４月３日から施行し，平成２９年４月１日から適用する。

附 則

本要綱は，令和２年４月１日から適用する。

附 則

１ 本要綱は，令和２年６月８日から施行し，令和２年４月１日から適用する。

２ 特定経営基盤維持事業に係る規定は，令和３年３月３１日限り，その効力を失う。
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別表（第２条関係）

交付対象事業 交付率

第２条第１号の輸送コスト支援事業 ７０／１００以内

第２条第２号の雇用機会拡充事業等

雇用機会拡充事業 ６０／１００以内

雇用充足促進事業 ６５／１００以内

特定経営基盤維持事業 ６０／１００以内

第２条第３号の滞在型観光促進事業 ６５／１００以内
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第２号様式（第５条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金交付申請書

年度において，特定有人国境離島振興対策事業を実施したいので，下記のとお

り交付金を交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び特定有人国境離島

振興対策事業交付金交付要綱第５条の規定により，関係書類を添えて申請します。

記

１ 事業の目的 特定有人国境離島地域の地域社会の維持に資する事業

２ 交付申請額 金 円

３ 交付対象事業の開始（予定）日

年 月 日

４ 交付対象事業の完了予定日

年 月 日

（備考）交付金事業計画を添付すること。



第３号様式（第５条，第７条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金変更交付申請書

年 月 日付け第 号で交付決定通知のあった 年度特定有人国境離島振

興対策事業を下記のとおり変更したいので，鹿児島県補助金等交付規則第７条及び特定

有人国境離島振興対策事業交付金交付要綱第５条の規定により，関係書類を添えて申請

します。

記

１ 交付申請額 金 円（うち前回までの申請額 金 円）

２ 計画変更の理由

３ その他参考となる書類

（備考）変更後の交付金事業計画を添付すること。



第４号様式（第６条関係）

第 号

年 月 日

市町村長 殿

鹿児島県知事 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金交付決定通知書

年 月 日付け第 号で申請のあった 年度特定有人国境離島振興対策事

業交付金については，鹿児島県補助金等交付規則第４条の規定により下記のとおり交付

することに決定しました。

記

１ 事業の目的 特定有人国境離島地域の地域社会の維持に資する事業

２ 交付金の額 金 円

３ 交付の条件



第５号様式（第６条関係）

第 号

年 月 日

市町村長 殿

鹿児島県知事 印

年度特定有人国境離島振興対策事業変更承認通知書

年 月 日付け第 号で申請のあった 年度特定有人国境離島振興対策事

業の変更については，鹿児島県補助金等交付規則第７条の規定により承認します。



第６号様式（第６条関係）

第 号

年 月 日

市町村長 殿

鹿児島県知事 印

年度特定有人国境離島振興対策事業変更交付決定通知書

年 月 日付け第 号で申請のあった 年度特定有人国境離島振興対策事

業の変更については，鹿児島県補助金等交付規則第７条の規定により承認し，下記のと

おり変更決定します。

記

１ 交付金の額 金 円

２ 交付の条件



第７号様式（第７条，第 10条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業中止（廃止）承認申請書

年 月 日付け第 号で交付決定通知のあった 年度特定有人国境離島振

興対策事業を下記のとおり中止（廃止）したいので，承認されたく鹿児島県補助金等交

付規則第１１条及び特定有人国境離島振興対策事業交付金交付要綱第７条の規定に基づ

き申請します。

記

１ 事業名

２ 中止（廃止）の理由

３ 中止の期間（廃止の時期）



第８号様式（第７条，第 10条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業事故報告書

年 月 日付け第 号で交付決定通知のあった 年度特定有人国境離島振

興対策事業に事故が生じたので，鹿児島県補助金等交付規則第１１条及び特定有人国境

離島振興対策事業交付金交付要綱第７条の規定により，下記のとおり報告します。

記

１ 事故の進捗状況

２ 事故発生までに要した経費

３ 事故の内容及び原因

４ 事故に対する措置

（備考）事故の原因たる事実を明らかにする書類を添付すること。



第９号様式（第８条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金産業財産権届出書

年 月 日付け第 号で交付決定通知のあった 年度特定有人国境離島振

興対策事業について産業財産の取得（譲渡，実施権の設定）をしたので，特定有人国境

離島振興対策事業交付金交付要綱第８条の規定により，下記のとおり届け出ます。

記

１ 種類（番号及び産業財産権の種類）

２ 内容

３ 相手方及び条件（譲渡及び実施権設定の場合）



第 10号様式（第９条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付申請取下げ書

年 月 日付け第 号で交付決定通知のあった 年度特定有人国境離島振

興対策事業について，鹿児島県補助金等交付規則第８条及び特定有人国境離島振興対策

事業交付金交付要綱第９条の規定に基づき，下記のとおり交付の申請を取下げます。

記

１ 交付決定通知書の受領年月日

２ 交付の申請を取下げようとする理由



第 11号様式（第 10条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業遂行状況報告書

年 月 日付け第 号をもって報告を求められた 年度特定有人国境離島

振興対策事業の遂行状況について，下記のとおり報告します。

記

１ 事業の遂行状況（ 年 月 日現在）

２ 事業に要する経費の収支状況

３ その他参考となる事項



第 12号様式（第 11条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業実績報告書

年 月 日付け第 号の交付決定通知に基づき特定有人国境離島振興対策事業

を実施したので，鹿児島県補助金等交付規則第 13条及び特定有人国境離島振興対策事業

交付金交付要綱第 11条の規定により，関係書類を添えてその実績を報告します。

記

１ 事業の実施期間

年 月 日着手

年 月 日完了

２ 事業の成果

３ 交付決定の額及びその精算額

交付決定額 精算額 差引

４ 添付書類

 交付対象経費収支精算書及び支出済額明細書

 交付対象事業の経過又は成果を証する書類

ア 収支精算書

イ 検査調書の写し

ウ 契約書の写し（変更を含む）

エ 最終変更計画（設計）書

オ 写真

（カ 完成証明書）

 その他参考となる書類



第 13号様式（第 11条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金事業完了予定期日変更報告書

年 月 日付け第 号で交付決定のあった 年度特定有人国境離島振興対

策事業について，下記のとおり事業完了予定期日を変更したいので報告します。

記

１ 事業の進捗状況

２ 事業完了予定期日

（変更前） 年 月 日

（変更後） 年 月 日

３ 事業完了予定期日を変更することとなった原因

４ その他参考となる書類



第 14号様式（第 12条関係）

第 号

年 月 日

市町村長 殿

鹿児島県知事 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金交付額確定通知書

年 月 日付け第 号で実績報告のあった 年度特定有人国境離島振興対

策事業については，鹿児島県補助金等交付規則第 14条の規定により，下記のとおり確定

しました。

記

交付確定額 金 円



第 15号様式（第 14条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金消費税等仕入控除税額報告書

年 月 日付け第 号により交付決定された特定有人国境離島振興対策事業交

付金の交付対象事業について，特定有人国境離島振興対策事業交付金交付要綱第 14条第

１項の規定により報告します。

記

１ 交付金額（交付要綱第 12条第１項による額の確定額）

金 円

２ 交付金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入額控除額

金 円

３ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う交付金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入額控除税額

金 円

４ 交付金返還相当額（３の金額から２の金額を減じて得た額）

金 円

（備考）積算の内訳その他参考資料を添付すること。



第 16号様式（第 15条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金交付請求書

年 月 日付け第 号交付決定（確定）通知書に基づく 年度特定有人国

境離島振興対策事業交付金を交付してくださるよう鹿児島県補助金等交付規則第 16条の

規定により下記のとおり請求します。

記

請求金額 金 円

総額 円

前回までの交付額 円

今回請求額 円

未請求額 円

預金口座番号

（金融機関名）

本 ・ 支店 当座

普通 号

ﾌﾘｶﾞﾅ

口座名義人



第 17号様式（第 15条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金概算払申請書

年 月 日付け第 号で交付決定通知のあった特定有人国境離島振興対策事業

交付金を鹿児島県補助金等交付規則第 16条及び特定有人国境離島振興対策事業交付金交

付要綱第 15条の規定により，下記のとおり概算払くださるよう関係書類を添えて申請し

ます。

記

１ 金 円

事業費 交付金 概算払受領済額 今回申請額 残額

円 円 円 円 円

２ 概算払を必要とする理由



第 18号様式（第 16条関係）

取得財産等管理台帳（ 年度）

財産名 規格 数量 単価 金額 取得 耐用年 保管場所 交付率 備考

（円） （円） 年月日 数

計

（注）

１ 対象となる取得財産等は，特定有人国境離島振興対策事業交付金交付要綱第 16条第

１項に定める取得価格又は効用の増加価格が 1件当たり 50万円以上のものとする。

２ 財産名の区分には，(ｱ)事務用品備品，(ｲ)事業用備品，(ｳ)書籍，資料，(ｴ)無体財

産権（工業所有権等），(ｵ)その他の物件（不動産及びその従物）とする。

３ 数量は，同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。なお，単価が異なる

場合は，分割して記載すること。

４ 取得年月日は，検収年月日を記載すること。



第 19号様式（第 16条関係）

取得財産等明細表（ 年度）

財産名 規格 数量 単価 金額 取得 耐用年 保管場所 交付率 備考

（円） （円） 年月日 数

計

（注）

１ 対象となる取得財産等は，特定有人国境離島振興対策事業交付金交付要綱第 16条第

１項に定める取得価格又は効用の増加価格が 1件当たり 50万円以上のものとする。

２ 財産名の区分には，(ｱ)事務用品備品，(ｲ)事業用備品，(ｳ)書籍，資料，(ｴ)無体財

産権（工業所有権等），(ｵ)その他の物件（不動産及びその従物）とする。

３ 数量は，同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。なお，単価が異なる

場合は，分割して記載すること。

４ 取得年月日は，検収年月日を記載すること。



第 20号様式（第 17条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金財産処分等承認申請書

年 月 日付け第 号により交付決定された特定有人国境離島振興対策事業に

ついて，下記のとおり財産を処分したいので，承認願います。

記

１ 処分しようとする財産及び処分の理由

(1) 財産の名称

(2) 処分の方法（使用，譲渡，交換，貸付け又は担保の提供の別を記載すること。）

(3) 金額

(4) 取得年月日

(5) 処分年月日

(6) 処分の理由

２ 相手方（住所，氏名，使用の目的及び条件）



第 21号様式（第 18条関係）

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住所

氏名 印

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金収益状況報告書

年 月 日付け第 号をもって交付決定の通知を受けた○○事業について，特

定有人国境離島振興対策事業交付金交付要綱第 18条第１項の規定により収益状況を下記

のとおり報告します。

記

１ 交付金の確定額及びその通知日

（確定額）金 円

（通知日） 年 月 日 第 号

２ 報告期間

年 月 日～ 年 月 日

２ 収益状況（別紙）

（別紙）収益状況

（単位：円）

産業財産権の名称，又は 収益額 算出根拠

財産分配の概要



第 22号様式（第 20条関係）

年度特定有人国境離島振興対策事業交付金調書

科目 予算現額 収入済額 備考

歳

入

科目 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 備考

(うち県交付額) (うち県交付額) (うち県交付額)

歳

出

（備考）

１ 「科目」は，歳入にあっては款，項，目，節を，歳出にあっては款，項，目をそ

れぞれ記載すること。

２ 「予算現額」は，歳入にあっては当初予算額，補正予算額等を区分し，歳出に

あっては当初予算額，補正予算額，予備費，支出額，流用増減額等を区分して記載

すること。

３ 「備考」は，参考となるべき事項を適宜記載すること。

４ 交付対象事業等の市町村の歳出予算額の繰越が行われた場合における翌年度に行

われる当該事業等に係る交付金についての調書の作成は本表に準ずること。この場

合において，市町村の歳入の「科目」に「前年度繰越額」を掲げる場合は，その

「予算現額」及び「収入済額」の数字下欄に県交付額を内書（ ）をもって付記す

ること。


